
【介護・リハビリニーズの量的増加と質の多様化】 
・７５歳以上の高齢者数が急速に増加 
・要支援・要介護認定者数、障害者数の増加 
・認知症高齢者の増加 
・高齢単身世帯・夫婦のみ世帯の増加 
・障害者本人・家族の高齢化 

Ⅱ 福祉センター再編整備基本計画(Ｈ２２.３策定)での位置づけ（抜粋）

福祉センター跡地活用の基本的な考え方

（１）所 在 地  川崎区日進町５－１ 

ＪＲ川崎駅から徒歩１５分、京急八丁畷駅から徒歩５分

（２）面    積 ４０３８．２０㎡

（３）用途地域 商業地域 

（建ぺい率８０％ 容積率４００％）

※最大で延床面積約１６０００㎡の整備が可能

(仮称)川崎区内複合福祉施設 

福祉センター跡地 
（敷地面積 4,038.20 ㎡）
現・福祉センター
（地上５階、地下１階 
 延床面積 8,500.45 ㎡） 

福祉センターグランド等用地 
（敷地面積 1,914.47 ㎡）
Ｈ26・（仮称）川崎区内複合福祉施設
（地上３階 延床面積 3,351.67 ㎡）

Ⅰ 福祉センター跡地の概要

年 月 経 過 内 容 

Ｈ22．3月 福祉センター再編整備基本計画策定 

Ｈ22．4 月～

Ｈ23．10月 

福祉関係部署 
における検討 

導入施設機能の可能性調査等 

Ｈ23．11月～ 

H24．3月 

福祉センター跡地活
用検討委員会 

跡地活用の考え方、導入機能、
整備手法、検討スケジュール 

Ｈ24．3月 

跡地に導入を図る各
施設機能に係る関係
課長会議 

福祉人材養成研修機能の再編
及び地域リハビリテーション
センターの整備 

Ｈ24．4月～ 

H25．3月 

福祉センター跡地活
用検討委員会 

跡地活用の考え方、導入機能、
検討スケジュール 

Ｈ24．10月 （仮称）川崎区内複合福祉施設の建設着工 

Ｈ24．11月 
川崎市地域リハビリテーションセンター 
整備基本計画策定 

Ｈ25．4月～ 

H25．8月 

福祉センター跡地活
用検討委員会 

跡地活用の考え方、導入機能、
整備手法、検討スケジュール 

◆社会経済状況の変化や
福祉需要に的確に対応
◆施設機能、地域性、利用
者の利便性を考慮
◆平成２５年度末で現行
施設を廃止し近隣公共
用地及び現行施設の跡
地を有効活用して段階
的に再編整備
◆民間活力導入による効
率的かつ効果的な運営
形態への転換

・老人福祉・地域交流センター
・こども文化センター 
・視覚障害者情報文化センター 
・わーくす 
・高齢者就労支援機能 （シルバー人材センター） 

福祉センター跡地活用の検討の方向性

・将来的な様々な福祉需要等に対応するため、「福祉ゾーン」
としての活用を図っていく。
・解体時期（平成２６年度以降）を見据えて、整備実施時期
における施策動向、他に導入する施設機能、民間活力の活用
等も視野に入れ、「跡地活用施設整備基本計画」を平成２５
年度までを目途に改めて策定する。

基本的な考え方 

高齢者の地域居住の実現、障害者（児）の生活支援、子どもの健全育成及び子
育て支援など、福祉需要に的確に対応しながら、専門的で効率的な質の高いサ
ービスを提供する。

基本目標：

Ⅲ 経過

Ⅳ 福祉需要を取り巻く状況

資 料

【介護・リハビリサービスの提供環境の変化】 
・核家族化及び介護者の高齢化に伴う家庭内での介護力
の低下 
・高齢者・障害者の増加に伴うサービスの質・量に対応
した介護人材の不足 

【在宅生活支援の必要性】 
・半数以上の高齢者が老後においても在宅生活を志向 
・施設サービスは在宅サービスに比べ経費が高い。 

Ⅴ 跡地活用の基本的な考え方

【整備の視点】 
○ 本市では2025年（平成３７年）を見据え、「住まい」・「生活支援・福祉」・「介
護・リハビリ」等に関するサービスが有機的に連携し、住み慣れた地域で生活できる「地
域包括ケアシステム」の構築に取り組んでいる。 

○ 福祉センター跡地施設においては、中重度要介護者・障害者の在宅生活支援、要介護
度・障害程度の重度化防止に向け、在宅での介護・リハビリを強化し、生活の質の維持・
向上を図る機能の導入を図る。 

○ 川崎駅から徒歩圏内である立地の優位性や土地の高度利用を踏まえ、施設の複合化等
の有効活用を図る。 

具体的には
地域包括ケアシステムの構築に向け、「介護・リハビリ」を中心とした取組により在
宅生活を支援する。

① 高齢者・障害者の在宅生活の支援 
「（仮称）総合リハビリテーションセンター」において高度・専門的なリハビリを提供す
るとともに、相談機能や居宅介護事業所等の福祉機能を集積することにより、個々の障害
者・高齢者の状況に応じた切れ目ないサービスを提供し、地域での在宅生活を支援する。 

② 介護・福祉職員を通じた在宅生活等の支援 
「（仮称）総合リハビリテーションセンター」で実施する区役所・相談支援機関の介護・
福祉職員等に対する専門技術のアドバイスや、「（仮称）福祉総合研修センター」におけ
る専門的・実践的知識を有する福祉・介護・障害支援人材の育成を通じて、多様な在宅・
療養生活を支援する。 

③ 福祉産業の活用を通じた在宅生活等の支援 
ウェルフェアイノベーションとの連携によるＩＣＴや介護ロボットなど新たな福祉製品
の創出・活用促進を通じて、質の高い在宅・療養生活を支援する。 

地域包括ケアシステムの概念図

≪H２２年度高齢者実態調査結果（単数回答）≫ 
Ｑ．今後の暮らし方について ―介護が必要になったら―
Ａ． 一般高齢者；「自宅で暮らしたい」  ５７．０％ 
要介護者等；「自宅で暮らしたい」  ６８．９％

≪平成２３年度在宅サービスと施設サービスの利用状況≫

（単位：万人）

※H２０厚労省患者数調査から手帳未取得者を含めると推計 35,000人

将来推計人口
Ｈ１７年
（実績値）

Ｈ２２年
（実績値）

Ｈ２７年 Ｈ３２年 Ｈ３７年 Ｈ４２年

総 人 口 １３２．７ １４２．６ １４７．２ １４９．２ １５０．１ １５０．８

生産年齢人口 ９５．８ ９８．９ ９９．８ １００．３ １０１．３ １００．７

高齢者人口 １９．４ ２３．７ ２８．４ ３０．３ ３１．５ ３３．９

（内）７５歳以上
７．９
(5.9%)

１０．５
(7.4%)

１２．８
(8.7%)

１５．２
(10.2%)

１７．７
(11.8%)

１８．６
(12.3%)

障害者(人) H23.3 H24.3 H25.3（内65歳以上）

身体 32,903 33,996 34,762(22,515)

知的 7,166 7,531 7,839(  259)

精神 ※ 6,856 7,569 8,188(  1,158)

計 46,925 49,096 50,789(23,932)

（単位：世帯） Ｈ１２ Ｈ１７ Ｈ２２

高齢者のいる世帯 110,413 133,496 161,549

（内）単独世帯
25,127

(22.8%)
32,877

(24.6%)
47,206

(29.2%)

（内）夫婦のみ
33,170

(30.0%)
40,888

(30.6%)
46,782

(29.0%)

≪市内における福祉職員の状況≫
○ 介護職員数（常勤換算）  
  約 7,100人(H22）→約 8,500人(H27)
  → 年間約３００人の増加が必要 
○ 介護従業員の不足感（H25.3） 
  訪問介護員は 9割、施設職員は 6割の事業所で不足
（市内事業所数＝約 3,200）

Ｈ２２ Ｈ３７

要支援・要介護
認定者数

３．８万人７．２万人

認知症生活
自立度Ⅱ以上

２．２万人４．０万人

高齢者や障害者が住み慣れた地域でいつまでも安心して
暮らし続けることができる地域社会の実現を目指して   基本目標

施設

178億円

施設

66千人

在宅

329億円

在宅

322千人

0% 20% 40% 60% 80% 100%

給付費

（年間）

利用延

べ人数

（年間）

(35%)

(17%)

１人あたりの

給付費(月額)

施設：

 約 27.0万円

在宅：

 約 10.2万円



① 多様な障害者・高齢者に対応した専門的支援機能 

◎（仮称）総合リハビリテーションセンター 
○精神保健福祉センター・障害者更生相談所本体機能 
①地域リハビリテーションセンターの統括機能

②発達障害、高次脳機能障害、ひきこもり、認知症などのあらゆる障

害への相談支援

③ウェルフェアイノベーションとも連携した福祉用具適用評価技術の活用

④最新のリハビリテーション技術を取得する企画機能

⑤（仮称）福祉総合研修センターと連携した関係機関の人材育成機能

⑥要支援・要介護高齢者や中途障害者のリハビリテーションニーズへの的

確な対応

○（仮称）南部リハビリテーションセンター 
・障害者センター（精神保健福祉センター地域支援機能、障害者更生

相談所相談判定機能、在宅支援機能） 

・南部就労援助センター、障害福祉サービス事業所 

・保健福祉センター、障害者相談支援センター等への支援 

地域リハビリテーション機能

Ⅵ 導入する具体的な施設・機能

保健福祉センター
地区健康福祉ステーション

障害者相談支援センター

地域包括支援センター

在宅医療の取組

⑥ 地域の安全・安心を守る機能  

○地域防災機能 
・災害時要援護者等の避難施設機能（他の施設機能に付加） 
・集中備蓄倉庫 

④ 地域における介護サービスの拠点機能 

○特別養護老人ホーム 
・医療依存度の高い要介護高齢者、高齢障害者の受入（障
害者入所施設の補完機能）
・在宅支援機能の強化 

⑤ 高齢者や障害者が安心して 
暮らせる住まいとしての機能 

○高齢者向けの住宅等
・高齢者（軽度の要介護者）、障害者の受入 

○生活支援サービス（見守り、買い物支援等）の提供 
・切れ目ないサービス提供 

生活の場・実践の場としての機能

.

② 専門的・実践的知識を有する福祉・介護・障害支援
人材等の育成機能     

○（仮称）福祉総合研修センター 
・福祉・介護・障害支援人材の養成・育成 
・福祉・介護・障害支援知識の普及啓発（市民向け講座、ボランテ
ィア・認知症サポーター養成、家族介護研修等） 

・福祉人材バンクとの連携による研修修了者の介護職場への就労支
援、潜在的人材の掘り起し

・リハビリテーションセンター等の併設施設との連携により、実践
的研修の実施や、福祉製品活用や認知症ケア、リハビリ等幅広い
相談スキル・技術を持った人材の育成

③ 福祉産業の振興・育成による福祉サービスの向
上機能      

○ウェルフェアイノベーションの推進・情報発信機能、Ｋ
ＩＳ認証製品のＰＲ機能、モニタリング・実証実験機能 
・福祉製品の創出や活用促進のための企業と利用者等のマッチン
グ、セミナーの場の設置 
・ＫＩＳ認証製品のＰＲスペースの設置 
・製品・サービスの試作化・製品化におけるモニタリングや実験等
の場の設置 

人材育成・福祉サービス向上機能

地域リハビリテーションとは、
障害や加齢などにより地域で生活していく上で何らかの障害のある
方々に対して、機能回復訓練だけでなく、住み慣れた地域で安心して生
きがいを持って暮らすことができるよう、医学的な評価や診断を活用
し、住環境の整備や、福祉サービスの利用、障害特性に配慮したコミュニ
ケーションの支援や関わり方の調整等、保健・福祉・医療・介護のサー
ビスをリハビリテーションに関する専門的支援技術を駆使しながら、
地域の関係する人たちと協力して行う活動である。

  高齢者や障害者が住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らし続けることができる地域社会の実現を目指して   

環境に対する配慮 

・省エネルギー設備の導入など効率的なエネルギーの利用
を促進し、環境負荷の低減を図る。

ユニバーサルデザインへの配慮 

・施設内のバリアフリー化など、高齢者や障害者をはじめ
誰もが使いやすいユニバーサルデザインに配慮する。

福祉センター跡地施設 

⑦ 地域の交流機能  

○地域交流スペース 
・施設利用者や地域の方々の交流の場 

地域リハビリテーション機能を中心に他の機

能と連携を図りながら高齢者・障害者の在宅

生活を支える。

基本目標

小規模多機能型居宅介護と訪問看護の複合型事業所
（併設）
ショートステイの実施 
リハビリ機能を強化したデイサービスの実施

地域における身近な
相 談 支 援 機 関



福 祉 セ ン タ ー 跡 地 施 設 整 備 ス ケ ジ ュ ー ル （案） 

時

期 

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

項 

目

福祉センター跡地活用施設整備基本計画 

●
地
元
・
団
体
説
明

（
９
月
下
旬
～
１
１
月
中
旬
）

●
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト（
１
２
月
～
１
月
）

●
基
本
計
画
策
定
・
公
表
（
３
月
）

●
健
康
福
祉
委
員
会
・

川
崎
区
選
出
議
員
説
明
（
９
月
２
７
日
）

●
議
会
報
告
（
１
２
月
）

●
基
本
計
画
案
の
決
定
（
１
２
月
）

基本設計・実施設計

解体工事解体設計 建設工事 

開所

施設機能・整備手法検討 



川崎市福祉センター再編整備基本計画（平成２２年３月策定）概要版

再編整備基本計画の全体像
高齢者の地域居住の実現、障害者（児）の生活支援、子どもの健全育成及び子育て支援など、

福祉需要に的確に対応しながら、専門的で効率的な質の高いサービスの提供を行います。基本目標

現在の機能

再編整備
背 景

(仮称)川崎区内複合福祉施設

福寿荘

60歳以上で家庭環境、住宅事情等により居宅生活が困

難な方を対象にした「軽費老人ホームＢ型」

福寿荘入居者への対応方針

◆入居者の安全確保の観点から、早期の転居に向けて個々の入居者の状況

に応じたきめ細やかな対応を行います。

◆個別に住宅相談を実施し、既存の福祉入居施設を最大限活用した転

居支援を行います。

新たに導入する機能の整備に向けて検討

◆将来的な福祉需要等に対応するため、現行施設解体後の跡地は福祉ゾーン
としての活用を図っていきます。

◆中長期的な視点で新たな施設機能の導入に向けた検討を行い、平成25年度

までに跡地活用施設整備基本計画を策定します。

老人福祉センター
地域の高齢者の教養・文化の向上、健康保持増進、レ

クリエーション、高齢者への各種相談

わーくす

障害者の就労移行支援、就労継続支援、相談支援

地域療育センター
18歳未満の障害児などへの診察、診療、療育（外来、
通園）及びその家族への相談

盲人図書館

視覚障害者への情報提供、訓練・指導

こども文化センター

地域の子育て支援、子どもの福祉向上、青少年の健全

育成活動の促進、市民活動の地域拠点

ホール

社会福祉活動の育成発展

◆老人福祉・地域交流センター（民間法人による管理・運営を継続）
※ホール機能を老人福祉センターに統合

◆こども文化センター（民間法人による管理・運営を継続）

◆視覚障害者情報センター（民間法人による管理・運営への移行を基本に検討）

◆わーくす（民間法人による管理・運営への移行を基本に検討）

基本方針で整理した
施設機能の方向性

再編整備後の施設構成と整備地

再編後の施設構成

将来的な福祉需要への対応

◆誰もが住み慣れた地域でいつまでも安心して自立し

た生活ができるように福祉施設の計画的な基盤整
備を進めていく必要があります。

◆将来的な福祉需要に的確に対応した施設機能の
導入を進めていく必要があります。

継続・充実に
向けた検討

廃止

新たに導入

南部地域療育センター
（民間法人による管理・運営への移行を基本に検討）

市立川崎高校の再編整備時に複合整備

継続・充実に
向けた検討

継続・充実に
向けた検討

継続・充実に
向けた検討

敷地面積 1915.10㎡

※土地の高度利用を図る観点からシルバー人材センター貸付用地を活用し、（仮称）
川崎区内複合福祉施設内に高齢者の就労支援を通じていきがい・健康づくりを図る
機能（シルバー人材センター）を含めて再編整備します。

現
施
設
跡
地

福
祉
セ
ン
タ
ー
グ
ラ
ン
ド

新たに導入する機能の整備に向けて検討

◆ 少子高齢化の進展など社会経済状況の変化の中で、福祉需要の増大化・多様化が見込まれており、福祉需要に的確に対応できるよう施設機能の検討を行う必要がある。

◆ 現在の建物について、早急に必要な耐震対策を実施する必要がある。

継続・充実に
向けた検討

敷地面積 4038.20㎡

【4～6ページ】

基本目標の実現に向けた
再編整備の方向性

【考え方１】

社会経済状況の変化や

現行の福祉需要などに

的確に対応

【考え方２】

施設機能、地域性、

利用者の利便性を考慮

【考え方３】

平成２５年度末で

現行施設を廃止・解体

し

近隣公共用地を

有効活用して再編整備

【考え方４】

民間活力導入による

効率的かつ効果的な

社会経済状況の変化や
福祉需要に的確に対応

施設機能、地域性、
利用者の利便性を考慮

平成２５年度末で
現行施設を廃止し
近隣公共用地

及び現行施設の跡地を
有効活用して

段階的に再編整備

民間活力導入による
効率的かつ効果的な
運営形態への転換

基本的な考え方

【8～9ページ】 【10～15ページ】

地域の活動・交流拠点として、

利用者ニーズに適合した検討

参考資料 １
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